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の開発の失敗を理由に日本 IBMに対して訴訟を提起したが，平成 24 年 3 月，
東京地裁は，日本 IBMのスルガ銀行に対するプロジェクトマネジメント義務
の違反を認め，日本 IBMに対し 74 億円余の損害賠償を命じた（6）。














































































































平成 9年 5月，納期限を平成 10 年 12 月末とするシステム開発委託契約（委託
料 2億 5200 万円）を締結した。しかし，システム開発作業が遅れ，納期限を
平成 11 年 3 月末までに延期し，追加契約（9450 万円）を締結した。それでも







賠償，請負契約の解除に伴う報酬および損害賠償または民法 648 条 3 項および






































































これに対し，東京地裁は，平成 24 年 3 月 29 日，システム開発契約に基づく
プロジェクトがシステムの開発に至らず頓挫した責任は，プロジェクトマネジ
メント義務に違反した被告にあるとして，原告が被告に対して 115 億 8000 万
円の損害賠償を求めた請求を 74 億 1366 万 6128 円の賠償を求める限度で認容
した。
その後，平成 25 年 9 月 26 日，控訴審である東京高裁では，原審同様，原告









用支援，OSの保守等を行ってきた原告に対して，平成 12 年 3 月，次期基幹
システム構築の提案等を依頼し，平成 16 年 3 月，被告から外銀向けのパッケー
ジソフトである Corebankを部品として採用する提案を受けた（38）。
（イ）プロジェクトの開始
平成 16 年 9 月，原告は複数のベンダの提案を比較検討した結果，被告の提
案を受け入れることとし，同月 29 日，一定の条件のもとに，被告が 95 億円で
新システム稼働を実現するとの「基本合意①」および要件定義に関する本件個








平成 16 年 12 月 29 日，「基本合意②」および要件定義に関する個別契約（契
約金額 35 億円）などが締結され，さらに，平成 17 年 9 月 30 日，本件システ










被告は，平成 17年 12月 12日，開発方法をパッケージベース・アプローチ（44）
へ変更し，開発ボリュームを適正化して，平成 20 年 1 月のサービス・インを
目指したいとのプロジェクト見直しの提案を原告に行い，平成 18 年 3 月から
最初の BRD（Business Requirement Definition）を実施し，次いで 6月から





わせ・折衝が重ねられてきたが，両者間で，それらについて（平成 20 年 1 月
から同年 12 月までの 4段階に分けて全面稼働させる基本的方向性の合意を除
く）合意ができない状態が続いた（46）。
（ク）原告の提案拒否
被告は，平成 19 年 3 月 19 日，原告に対し，平成 22 年 1 月までに 5段階に
分けて全面稼働させるスケジュールを提案したが，原告に拒否された（47）。
（ケ）代替案







































































①Ⅰの段階：企画準備から平成 16 年 9 月 29 日の「基本合意①」締結までの
段階で，主に企画・提案活動を行う期間
②Ⅱの段階：平成 16 年 9 月 29 日の「基本合意①」から平成 16 年 12 月 29
日の「基本合意②」締結までの段階で，要件定義を行う期間
③Ⅲの段階：平成 16 年 12 月 29 日の「基本合意②」から平成 17 年 9 月 30
日の最終合意締結までの段階で，要件定義を行う期間





























































































































































































































































































































































































































































































































（38）吉田正夫「スルガ銀行対日本 IBM事件　東京高裁判決の分析」Business Law Journal 
2014.1（2014年）16頁。
（39）吉田・前掲注（38） 16頁。
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